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合計 267.0億円（257.4億円） 612.7億円（311.4億円）

一般会計 135.5億円（177.1億円） 142 0億円（177 1億円）

平成２３年度情報政策関連予算 政府原案の概要
※（）はＨ２２年度当初予算

※スマートコミュニティ予算含む

般会計 135.5億円（177.1億円） 142.0億円（177.1億円）

特別会計 131.6億円（80.2億円） 470.7億円（134.2億円）

１．エレクトロニクス産業の競争力強化と低炭素社会の実現
166.8億円（152.0億円）

○我が国産業の立地環境整備 71.4億円（新規）

革新的低炭素技術集約産業の国内立地の推進革新的低炭素技術集約産業の国内立地の推進
71.4億円（新規）

・リチウムイオン電池や、ＬＥＤ照明等、世界最先端の革新的低炭素集約技術の国内
立地を積極的に支援する。

○社会的課題を解決する革新的技術の開発等
95.4億円（152.0億円）

低炭素社会を実現する超低電力デバイスプロジェクト

15.0億円（新規）

.・ＩＴ機器等に用いられるメモリ等のデバイスについて、微細加工技術及び新構造・新材料デバイス
技術の確立により、消費電力を１／１０にすることを目指す。

ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 12.0億円（新規）

・従来の携帯型電子機器の消費電力をさらに削減した超低消費電力型コンピュータを実現するた
めの研究開発を行うめの研究開発を行う。

高品質・高効率照明基盤技術開発 18.0億円の内数（新規）
・蛍光灯の２倍以上の高発光効率・高品質なＬＥＤ照明・有機ＥＬ照明の実現のため、基板の結晶成

長や製造工程高速化のための基盤技術を開発する

グリーンＩＴプロジェクト 31.1億円（40.0億円）

・クラウドコンピューティング時代の中心となるデータセンタの省エネ実現のためサーバ、ネットワー

ク機器等の省エネ技術を開発する。

２．ＩＴによる産業の高次化と社会システムの革新
23.5億円（23.9億円)

○クラウドコンピューティングによる産業高次化 15.8億円（16.6億円）

次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業 15 8億円（16 6億円）

ク機器等の省 ネ技術を開発する。

次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業 15.8億円（16.6億円）

・クラウドコンピューティングを利活用した新サービスの創出、産業の高次化を実現す

る実証事業を実施するとともに、必要となる大量データ処理・分析技術、データ匿名

化技術等の基盤的技術開発等を実施する。
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○組込みシステムの信頼性向上 7.7億円（7.3億円）
組込みシステム基盤整備事業 7.7億円（7.3億円）

・自動車やロボット等の産業分野において、機能安全規格に対応した開発に係るガ
イドラインの策定、高信頼制御基盤ソフトウェア（共通領域）の開発・評価、高度検証
ツールの開発・評価等を行う。ツ ルの開発 評価等を行う。

○課題解決型システム「スマートコミュニティ」

345.7億円（54.0億円）
次世代エネルギー・社会システム実証事業

149.2億円（54.0億円）億 （ 億 ）
・スマートコミュニティの構築に向けて、ITを利用し、再生可能エネルギーを効率的に
活用するエネルギーマネジメントシステム等の大規模実証を行う。
インド等東アジアにおけるスマートコミュニティ事業可能性調査

6.5億円の内数（新規）

・インド等東アジアにおけるスマートコミュニティ構築の実現に向けて事業可能性調
査等を実施し、マスタープランを策定する。

３ 国民本位の電子行政と情報セキュリティ対策の推進等

国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業
190.0億円の内数（ 新規）

・スマートコミュニティの構築に資する我が国の省エネ等技術・システムについて、諸
外国での実証を通じて、当該技術・システムを確立し、普及拡大を図る。

３．国民本位の電子行政と情報セキュリティ対策の推進等
70.8億円（81.4億円）

○電子政府の構築 7.5億円（8.5億円）
電子経済産業省構築事業 7.5億円（8.5億円）
・ITを活用した業務改革による行政運営の簡素化・効率化や、国民に開かれた行政

（オープンガバメント）の実現等のため、必要な調査や情報システムの開発等、基盤
の整備を行う。

○情報セキュリティ対策の推進 15.8億円（16.7億円）
コンピュータセキュリティ早期警戒体制の構築 9.5億円（9.7億円）
企業・個人の情報セキュリティ対策の推進 6.3億円（7.0億円）

○アジア知識経済圏の構築 ＩＴ人材の育成 ＩＰＡによる情報処理の高度○アジア知識経済圏の構築、ＩＴ人材の育成、ＩＰＡによる情報処理の高度
化等 47.5億円（55.1億円）

アジア域内の知識経済化ためのIT活用等支援事業 1.9億円（2.4億円）
高度ＩＴ人材育成キャリア支援計画策定事業 1.0億円（1.5億円）
ＩＰＡによる情報処理の高度化（ＩＰＡ運営交付金） 40.3億円（47.0 億円）
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●我が国産業の立地環境整備 71.4億円（新規）

１．エレクトロニクス産業の競争力強化と低炭素社会の実現
172.8億円（152.0億円）

○革新的低炭素技術集約産業の国内立地の推進
71.4億円（新規）

○リチウムイオン電池やLEDなどの低炭素製品のうち、CO2削減効果の○リチウムイオン電池やLEDなどの低炭素製品のうち、CO2削減効果の
高い革新的な製品について、生産技術を確立するために必要となる
最初の生産ライン（いわゆる１号ライン）の国内立地を積極的に支
援します。

○これにより、わが国が誇る世界先端の低炭素関連産業のイノベー○これにより、わが国が誇る世界先端の低炭素関連産業のイノ
ションプロセスを加速化します。そして、日本をグリーンイノベー
ションの中核拠点として、わが国ひいては世界の省エネ化及び低炭
素化の加速化をリードします。

○また、本格量産への移行をスムーズにすることを通じて、グリーン
ベ を通 創 加 す を担う中 企業

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

イノベーションを通じた雇用の創出に加え、すそ野を担う中小企業
への需要の創出等により、「新成長戦略」の実現を図ります。

国 民間団体等

補助（１／２または１／３） 担当：資源エネルギー庁 省新部
省エネルギー対策課 03-3501-9726
商務情報政策局 情報通信機器課
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事業イメージ

リチウムイオン電池・ＬＥＤなどの革新的低炭素技術集約産業
（電池やＬＥＤなどの製品メーカー及び部材メーカー）

【補助対象】
○ＣＯ２削減効果の高い革新的な
低炭素製品

○最初の生産ライン（１号ライン）への
投資

第三者委員会による審査

国内の設備投資への補助（中小：１／２、大・中堅：１／３）

製品のイノベーションプロセス製品のイノベーションプロセス

１号ラインによ
る生産

大規模投資に
よる

本格量産

本格
量産へ

国
内
雇
用
の
創

研究開発
（開発・実証・

試作）
生産へ

生産技術確立

創
出

国

1/2or1/3補助

革新的な低炭素製品

ＬＥＤチップ

リチウムイオン
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○低炭素社会を実現する超低電力デバイスプロジェクト 15.0億円（20.4億円）
平成２２年度補正予算により計38.5億円を前倒し・加速化して実施。

●社会的課題を解決する革新的技術の開発等
95.4億円（152.0億円）

○国内のＩＴ機器の電力消費（２００６年で日本全体の約５％）は２０２５年には２００６
年の約５倍となり、その後も急速に増大していく見込みです。

○ＥＵＶ（極端紫外線）露光システムに必要な評価基盤技術を構築し、最先端の10nm
台の半導体製造技術を確立します それにより半導体の微細化技術を更に進展さ台の半導体製造技術を確立します。それにより半導体の微細化技術を更に進展さ
せ処理単位あたりの省電力化を進めると共に、新構造・新材料からなるデバイス技
術を確立し、超低電圧化（動作電圧0.4V以下）、低電力化を実現します。

条件（対象者 対象行為 補助率等）条件（対象者 対象行為 補助率等）
事業イメージ

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）
低電圧化

電
源
電
圧

0.8

0.6

1.0 1 

消
費
電
力

CMOS

ナノデバイス

●ナノ機能材料
●ナノデバイス構造

国

圧
（Ｖ
）

0.4

0.2

1/10

1/5
GeSbTe

Bit line

Poly-Si diode

Word line

Cross

sectio
n

GeSbTe
Bit line

Poly-Si diode

Word line

Cross

sectio
n

力
比

多値用磁気トンネル
接合素子

磁気接合素子 相変化型超格子素子 原子移動型スイッチ素子

極端紫外線（ＥＵＶ）露光装置極端紫外線（ＥＵＶ）露光装置

交付金

（独）新エネルギー・産業
技術総合開発機構
(NEDO）

低電圧で動作する
・電子及び光素子技術・材料技術
・三次元配線技術・材料技術
・これらの材料評価技術

集積化
真空チャンバ

デブリシールド

集光ミラ ー

ﾃﾞﾌ ﾞﾘとは：ﾌﾟﾗｽ ﾞﾏからの飛散粒子（ダスト）

反射型マスクEUV用マスク

EUV用
レジスト材料

民間団体等

委託
補助 ( 1/ 2)

グリーンエレクトロニクス機器の実現
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担当：研究開発課
情報通信機器課
03-3501-9221、6944



○ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 12.0億円（新規）

○現行のＤＲＡＭやＳＲＡＭといった揮発性（記憶の維持に電力が必要）素子を前提と
したコンピューターの構成方式から、劇的な電力削減を達しうる不揮発性（記憶のしたコンピュ タ の構成方式から、劇的な電力削減を達しうる不揮発性（記憶の
維持に電力が不要）素子を前提とした構成方式（ノーマリーオフコンピューティング）
への転換を可能とする基盤技術の確立に取り組みます。

○具体的には、１） CPU 周り用不揮発性素子の開発、２）同不揮発性素子・ロジック
混載技術の開発、３）不揮発状態を前提として機能するOSの開発、などに取り組
みます。

事業イメージ

条件（対象者 対象行為 補助率等）条件（対象者 対象行為 補助率等）
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条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
大学、民間

団体等
交付金

（独）新エネルギー・産業
技術総合開発機構
(NEDO）

補助（１／２）

担当：情報通信機器課
03-3501-6944



○高品質・高効率照明基盤技術開発 18.0億円の内数（新規）

○蛍光灯の2倍の発光効率（消費電力半分で同じ明るさ）の可能性を有するLED照明、
有機EL照明の次世代照明について、自然光に限りなく近い高い演色性と既存照明有機EL照明の次世代照明に いて、自然光に限りなく近い高い演色性と既存照明
並の低コストを同時に実現するための基盤技術を研究開発し、本来の可能性を最
大限発揮させた高品質・高効率照明として早期実用化を図ることで、照明からの
CO2排出量削減に貢献します。

○具体的には、高効率次世代照明（LED照明、有機EL照明）の実現に向けた照明用
GaN基板等の結晶成長技術開発や製造工程を高速化するプロセス技術の確立等
を行います。

（次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発 18．０億円の内数）

事業イメージ

条件（対象者 対象行為 補助率等）条件（対象者 対象行為 補助率等）
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条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

担当：情報通信機器課
03-3501-6944

国 大学、民間団体等

交付金 委託（独）新エネルギー・
産業技術総合開発

機構(NEDO）



○グリーンITプロジェクト 31.1億円（40.0億円）

○情報化社会の進展に伴うＩＴ機器消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省エ
ネを実現するため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに加え、低消費
電力型のコンピュータ大規模集積技術（グリーン・クラウドコンピューティング）等を
開発します。

事業イメ ジ
グリーン・クラウドコンピューティング

冷却システムや直流給電システム及び
その効果を最大限にするSiCを用いた
パワエレの開発等により、データセンタ
全体を省エネ化。

ネットワークにつなが
るディスプレイの消費
電力を低減。

事業イメージ

ハードディスクやルータ、半導体
等、個々の要素技術を省エネ化。

最も省エネになるデータ処理をデータセ
ンタを越えて行うことを可能とする。

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

10

国 民間団体等
交付金 補助

委託

担当：情報通信機器課
03-3501-6944

（独）新エネルギー・
産業技術総合開発

機構(NEDO）



○低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 14.5億円（20.0億円）

○次世代自動車のインバータ（電力制御装置）などに用いられるパワー半導体に
（ ） 大幅な省 ネ（電力損失 ）を実 すついて、Ｓｉ（シリコン）に比べ、大幅な省エネ（電力損失１／１００以下）を実現す

るＳｉＣ（シリコンカーバイド）の実用化研究開発を実施します。

○具体的には、大口径・高品質のウエハを安定的に供給する技術の早期確立、鉄
道などの高電圧領域で使用するデバイスの開発を行います。

○以上の研究開発により、２０２０年ＣＯ２▲２５％達成に向けたグリーン・イノベー
ションへの取組を強化するとともに 世界をリードする成長産業の創出を目指しションへの取組を強化するとともに、世界をリ ドする成長産業の創出を目指し
ます。

◆大口径・高品質なＳｉＣ
単結晶の作成技術

◆ダイヤに次ぐ硬度を有する
ＳｉＣ単結晶の加工技術

◆次世代自動車、鉄道など
に使用するデバイスの開発

事業イメージ

SiC粉末

SiC

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

ＳｉＣ単結晶

（インゴット）

国

交付金

技術研究組
合等

ユーザー企業
（自動車メーカー等）

企業から研究者の派遣
・研究成果の提供

委託
補助(1/2）

（独）新
エネル
ギー・産
業技術
総合開
発機構
(NEDO）

11

○企業や研究機関等が参加した、技術研究組合等による実施体制

材料
メーカー

加工
メーカー

デバイス
メーカー 担当：研究開発課

03-3501-9221



○次世代印刷エレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発 2.8億円（新規）
平成２２年度補正予算により計21.0億円を前倒し・加速化して実施。

○ 半導体やディスプレイは、今後も大きな需要拡大が見込まれることから、生産によ
るエネルギ 消費も急速に増加すると予想されます このような事態を解決するこるエネルギー消費も急速に増加すると予想されます。このような事態を解決するこ
とが、低炭素社会を実現するために急務です

○ また、今後、ディスプレイ分野では電子ペーパーや超大型表示装置など有望な新
製品の開発が期待されていますが、そのためには高効率な生産プロセスを開発す
ることが必要です。

○このため、印刷プロセスを応用することにより、従来より革新的に省エネ、高効率、
かつ低コストで電子デバイスの製造を可能とする新技術の研究開発を行います。

事業イメージ

インク
電子部材

省エネ・省資源・

低コスト・省エネ
製造プロセス

手帳コン
ピューター

省エネ 省資源
高生産性製造プロセス

印刷乾燥制御
軽量、曲がる、シート状

大面積デバイス

電子ペーパー タッチパネル

EV

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

印刷乾燥制御 大面積デバイス

充電シート

12

国

民間団
体等

交付金
委託・補助（2/3）

担当：製造産業局 化学課
商務情報政策局 情報通信機器課

03-3501-1737、6944

（独）新エネル
ギー・産業技術
総合開発機構

(NEDO）



参考：ハードウェア関連の技術開発 92.9億円（147.9億円）

○世界最先端のＩＴ国家の実現及び我が国ＩＴ産業競争力の強化に向け 半導体等の製○世界最先端のＩＴ国家の実現及び我が国ＩＴ産業競争力の強化に向け、半導体等の製
造技術の高度化、省エネルギーや安全なＩＴ利用環境の実現等のため、ノーマリーオ
フコンピューティングなど、基盤となる技術開発を推進します。

○また、２０２０年ＣＯ２▲２５％達成に向けたグリーン・イノベーションへの取組を強化す
るとともに、世界をリードする成長産業の創出を目指します。

（ハードウェア関連の技術開発事業の主な内訳）

一般会計
・低炭素社会を実現する超低電力デバイスプロジェクト・・・・・・・ 15.0億円（新規）（再掲）
・低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト・・ 14.5億円（20.0億円）（再掲）
・立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）技術開発 ・・・・・・・ 3.5億円 （9.0億円）

特別会計
・ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 ・・・・・・・・・・ 12.0億円（新規）（再掲）
・次世代照明等の実現に向けた

窒化物半導体等基盤技術開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18.0億円（新規）（再掲）
・ 次世代印刷エレクトロニクス材料・プロセス

基盤技術開発 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2.8億円（新規）（再掲）
・グリーンＩＴプロジェクト・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31.1億円（40.0億円）（再掲）
・低消費電力型光電子ハイブリッド回路技術開発事業 ・・・・・ 1.0億円（新規）
・次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発 ・・・・・・ 1.0億円（5.2億円）

国
（独）新エネルギー・産業

技術総合開発機構

(NEDO） 委託または補助

民間団体等

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

(NEDO）
交付

委託または補助
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担当：情報通信機器課
03-3501-6944



○次世代半導体回路構成実用化支援事業 1.7億円（4.1億円）

○大学やベンチャー等の優れた人材による新しい半導体回路構成（アーキテクチャ）
のアイデアを 自身が試作・検証するのは費用負担が大きく困難ですのアイデアを、自身が試作 検証するのは費用負担が大きく困難です。

○そこで、民間企業等が優れた半導体回路構成を大学やベンチャー等中小企業から
公募し、半導体チップを試作・評価します。

○これらの事業を通じて優れた半導体回路構成の実用化を支援することにより、高機
能な情報通信機器の開発及び製品化を支援します。能な情報通信機器の開発及び製品化を支援します。

事業イメージ

最先端LSI生産ラインを試作に使用します。
大学やベンチャー等のアイデアに基づく複数のチップをマス

複数のチップの相乗り 省エネと高信頼性
回路設計を実現

クに相乗りさせて革新的な半導体デバイスを試作します。

＜実物例＞

繰り返し露光

条件（対象者 対象行為 補助率等）条件（対象者 対象行為 補助率等）

65nm プロセス
300mm ウェハマスクパターンを縮小露光

14

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

担当：情報通信機器課
03-3501-6944国 民間団体等

委 託



○省エネ家電製品買換えによるＣＯ２排出削減実証事業
0.8億円（新規）

○排出量の増加傾向が続く家庭・業務部門からの排出削減が急務です。そのために
家電製品の買換えは有効ですが さらに そこから得られた排出削減をクレジット家電製品の買換えは有効ですが、さらに、そこから得られた排出削減をクレジット
化していくことが、将来的に省エネ家電製品の普及を促すためにも必要です。

○このため、家電製品を買い換えた場合の旧製品からのCO2排出削減量の計測手
法を策定した上、実際のエネルギー使用量、ひいてはＣＯ２排出量を測定します。
さらに、買換えに伴い得られた削減量をクレジット化し、国内クレジットとして活用す
ることを目指します。ることを目指します。

※同一の家電製品であっても気候条件等によってエネルギー使用量は変動するため、
継続的にエネルギー使用量を実測し、発生するクレジットの変動をモニターします。

事業イメージ

国

委 託 先 （ 事 業 実 施 機 関 ）

委託

結果報告

ＣＯ２排出削減計測支援

家庭・業務部門

結果報告
計測結果
対象機器情報

＆
削減成果を国内クレジット制度
の中で活用することを目指す

○対象機器 エアコン、冷蔵庫、テレビ 等
ＣＯ２排出量の計測

対象機器の把握（型番 等）

15

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

担当：情報通信機器課
03-3501-6944

国
委 託

民間団体等



２．ＩＴによる産業の高次化と社会システムの革新

23.5億円（23.9億円）

●クラウドコンピューティングによる産業高次化

○次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基盤技術開発・実証事業
15.8億円（16.6億円）

●クラウドコンピュ ティングによる産業高次化
15.8億円（16.6億円）

○クラウド・コンピューティング（※）は、消費者向けサービス（g-mail, 
twitter, youtube, …）から、企業・政府の基幹業務や電力・交通といった
社会インフラ用途へと拡がりつつあります。

（※）「クラウドコンピューティング」とは、ネットワークを通じ、求める
情報処理に必要な資源だけ利用する形態のＩＴ基盤です。

○企業・政府の基幹業務や社会インフラ向けのクラウド・コンピューティング
の活用を促進するには、データの取扱いなどに対する、高次の信頼性や安全
性が必要であるため、信頼性向上技術等の基盤的技術開発を実施します。

○また、クラウド上で大規模データを活用するには、医療、交通、社会基盤等
の各分野の特性を踏まえた安全で安価なデータ収集・連結・利用システムの
構築と、信頼性・安全性を支える課題の抽出と関係者間での認容が必要であ
り、実証事業を通じてこれらの課題を解決します。

○さらに 得られる制度運用 技術の成果等を全国的に利用できるよう 中小○さらに、得られる制度運用、技術の成果等を全国的に利用できるよう、中小
企業事業者におけるクラウドコンピューティング利活用を促進します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

17

国 大学、民間団体等
委託・補助(2/3)

担当：情報処理振興課
03-3501-2646



事業イメージ

●医療分野
研究機関等高い安全性 研究機関等

• 疫学研究
• 薬剤研究

メガデータ
億件/年

【健康保険組合】

レセプト
情報

匿名化

高い安全性

匿名IDを利用
して突合

18億件/年
【健康管理事業者】

ヘルス
レコード 厳密な

管理環境

従来の計算技術では
時々刻々と送られ

高速化技術
流れ込んでくる
データを利用し時々刻々と送られ

てくるデータを
効率よく処理できない

たリアルタイム
サービスの実現

連続入力 連続出力
処理

・医療情報、交通情報、社会基盤等におけるクラウドの利活用によ
る新サービスの創出、生産性の向上等を実現するための実証や、

データストリー
ム処理技術等

18

る新サ ビスの創出、生産性の向上等を実現するための実証や、
これらにおけるクラウドを利活用するにあたっての個人情報の取
扱い等、制度的な観点からの実証・検討に加え、技術的課題の抽
出、研究開発を行います。



○組み込みシステム基盤整備事業 7.7億円（7.3億円）

●組込みシステムの信頼性向上 7.7億円（7.3億円）

○組込みシステム(※1)は、自動車、産業機械等のあらゆる製品に内蔵され、製品

の付加価値の源泉となっている中で、大規模化・複雑化が進み、信頼性・安全性

等の品質の確保が喫緊の課題となっています。また、海外では、欧州等を中心と

して機能安全(※2)の標準化の検討が進んでいます こうした背景の下 本事業して機能安全(※2)の標準化の検討が進んでいます。こうした背景の下、本事業

は、組込みシステムの信頼性・安全性を向上させ、標準化等を推進することによ

り、経済社会全体の安全・安心の確保並びに我が国製造業及び組込みシステム産

業の国際競争力を強化することを目的とします。

※１「組込みシステム」とは、自動車、情報家電、ロボット等に内蔵される、機

器固有の機能を実現するシステムです器固有の機能を実現するシステムです。

※２「機能安全」とは、機械等が人間や環境に危害を及ぼすリスクを機能的な工

夫（安全機能）を導入して許容できるレベルに逓減することにより安全を確保

する設計思想を指します。

○機能安全規格に対応した開発ガイドラインの策定、高信頼制御基盤ソフトウェ
（共通領域） 開発 評価 高度検証 開発 評価等を行 ますア（共通領域）の開発・評価、高度検証ツールの開発・評価等を行います。

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
補助(2/3)

民間団体等
担当：情報処理振興課

03-3501-2646
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事業イメージ

【現状と課題】
○欧州等で安全性の規格化が加速
←対応できないと輸出不可に。

組込みシステム
関連製品
52.2%

×

500万行
～1000万行

自動車

倍

輸出製品比率

ソフトウェアは見えない・
わからない

2000年

100万行

現在プログラム
行数

5～10倍
ソフトウェア
の不具合
5８.８%

○製品機能の複雑化に伴い、機器（見えるリスク）の品質／安全だけでなく、ソフトウェア（見えない
リスク）の品質／安全の確保が重要にリスク）の品質／安全の確保が重要に。
← 一旦、問題が起こると国民の生命、企業の存続までを脅かす存在。（トヨタ問題）

◆ 国際的に安全と認められたソフトウェアの開
発手法の具体化、各社協調領域における安全基

国際的に安全と認められたソフト
ウェアの要件

A社
B社

【対応策】

◆ ソフトウェアの品質／安全を第三者が確認す
ることで、見えないリスクを見える化します。
（第三者検証制度と検証用ツールの整備）

発手法の具体化、各社協調領域における安全基
盤ソフトウェアの開発

第三者が、ソフトウェアが正しく作られ
たかを確認

C社
協調領域

競争領域

20



○次世代エネルギー・社会システム実証事業 149.2億円（54.0億円）

●「スマートコミュニティ」の推進 345.7億円（54.0億円）

○大量の再生可能エネルギーを安定的に受け入れるためには、蓄電池、
家電等を活用して、需給を調整するエネルギーマネジメントシステム
が必要。

○このような エネルギ マネジメントシステムを基礎としたスマ○このような、エネルギーマネジメントシステムを基礎としたスマー
トコミュニティ（※）の構築を目指し、国内４地域(横浜市、豊田市、
けいはんな学研都市(京都府)、北九州市）において、実証を行います。

※スマートコミュニティ：再生可能エネルギーを、住宅やビル、交通
ライフスタイル転換など 一連の社会システムとして効率的に活用すライフスタイル転換など、 連の社会システムとして効率的に活用す
る社会

○本事業を通じ、関連技術の次世代化、蓄電池等の国際標準化を進め、
産業競争力の強化を図ります。

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

（独）新エネルギー・産業技術
国 民間団体等

交付金

（独）新エネルギ ・産業技術
総合開発機構(NEDO）

委託（２／３、定額）

担当：資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新産業 社会シ テム推進室
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新産業・社会システム推進室
03-3580-2492
情報経済課
03-3501-0397



電力系統と地域のエネルギーシステムの相
互補完関係が成り立つ電力供給システムの
構築

原子力発電所
火力発電所

事業イメージ

風車ビジネスエリア

コントロールセンター

エリア間の
エネルギーマネジメント

電力貯蔵装置

メガソーラー

集合住宅エリア

戸建住宅エリア

コントロールセンター

電気と熱を総合的にマネジメント

家庭のエネルギー利⽤のイメージ
（スマートハウス） 系統の需給状況に応じて

需要家の行動変化を促す

優先順位１
エアコンの冷房温度を上げる

優先順位３

乾燥機など不用不急の
家電を動かす

優先順位４
系統への電力逆潮

優先順位３
ネットワークから電気をもらう

家庭内でエネルギ

優先順位２

自動車蓄電池から家庭に電気
を供給

優先順位２
電気自動車に充電（蓄電）
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家庭内でエネルギー
が余る

家庭内でエネルギー
が不足する

優先順位１
給湯器でお湯をつくる 発電量＜消費量

発電量＞消費量



○インド等東アジアにおけるスマートコミュニティ事業可能性調査
6.5億円の内数（新規）

平成２２年度補正予算により計15.0億円を前倒し・加速化して実施

○２０１０年４月に直嶋大臣が訪印し、州政府と日本企業コンソーシアムが協力覚書
を締結しプレＦＳを開始しているインドや、８月２６日に開催された「日ASEAN経済大
臣会合」で日本が提案した「東アジアスマートコミュニティ・イニシアティブ 」に基づき、
東アジア各国において、スマートグリッド、交通、水処理、リサイクル等、我が国が
強みを有する環境・インフラ技術を分野横断的にシステムとして融合させたスマート

ミ ニテ を実現するために 民間企業の ンソ シアム形成および事業可能性コミュニティを実現するために、民間企業のコンソーシアム形成および事業可能性
調査を支援します。

（インフラ/システム輸出促進調査等委託費6.5億円（新規）の内数）

事業イメージ

東アジア各国
（インドネシア、ベトナム、タイ、
マレーシア、シンガポール等）

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
委 託

民間団体等

23

国
委 託

民間団体等

担当 ： 情報経済課
03-3501-0397



○国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業
190.0億円の内数（新規）

○我が国の省エネルギー・再生可能エネルギー分野における優れた技術及びシステ○我が国の省エネルギー・再生可能エネルギー分野における優れた技術及びシステ
ムについて、諸外国での実証を通じて、当該技術・システムの確立・普及を図ること
で、我が国のエネルギーセキュリティを確保します。

○また、我が国の技術・システムの諸外国での積極的な展開・普及を通じて、成長著
しい世界の低炭素関連市場でのビジネスを獲得し、我が国の経済成長や雇用創出
を図りますを図ります。

事業イメージ

日本側 相手国側

相手国・
自治体政府
公的機関

経済産業省

委託

基本協定書

基本的事項
の取り決め

NEDO

太陽光発電/風力発電/蓄電池
エネルギーマネジメントシステム

GEGE

GEGE

スマートパーキング

条 象 象 補条 象 象 補

委託先企業等 事業実施団体
企業等

協定付属書

実務上の詳細

取り決め

共同実証

次世代サービス
ステーション

スマートハウス

スマートストア

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間団体等
交付金

（独）新エネルギー・産業技
術総合開発機構(NEDO）

委託
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担当：資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部国際室
03-3501-1728



○電子経済産業省構築事業 7.5億円（8.5億円）

３．国民本位の電子行政と情報セキュリティ対策の推進等
76.5億円（81.5億円）

○行政のオープン化

近年、米国や英国をはじめとした世界各国では、インターネットの双方向性を活用することで、積極
的な行政情報の公開や、行政への国民参加を促進する「オープンガバメント」が急速に進んでます。
我が国においても、国民主導の開かれた行政を目指し、これを実現するためのシステムの実証・
構築を進めます。

○業務改革による行政効率化
ITを活用した徹底的な業務改革により、行政現場におけるコストの削減と生産性の向上を図ります。

○この他、経済産業行政の遂行に必要となる業務システムの構築等を行います。

事業イメージ事業イメージ

条件（対象者 対象行為 補助率等）条件（対象者 対象行為 補助率等）
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条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

担当：情報プロジェクト室
03-3501-2964

国
委託

民間団体等



○府機関等に対する大規模サイバー攻撃や、国内の多数のウェブサイトが改ざんさ

○コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備事業 9.5億円（9.7億円）

●情報セキュリティ対策の推進 15.8億円（16.7億円）

○府機関等に対する大規模サイバ 攻撃や、国内の多数のウェブサイトが改ざんさ
れる、いわゆる「ガンブラー」型攻撃が発生しています。

①国内外の関係機関との連携により、コンピュータウイルスや不正アクセス等に関す
る最新の情報を収集・調査するとともに、情報セキュリティ対策に必要な情報提供
等を行います。

② 初 者 等 情報 策 施 促 情

海外各国のCSIRT

②インターネット初心者や中小企業等に情報セキュリティ対策の実施を促すため、情
報セキュリティに関する基礎知識を学習できるセミナーを開催するとともに、中小企
業がアクセスしやすい各地方の情報セキュリティに関する指導者を育成します。

事業イメージ

ウイルス等の被害者

被害届出
連携

届出

脆弱性関連情報

海外各国のCSIRT
(米国CERT/CCなど)

調整

脆弱性の発見者 JPCERT/CC
(調整機関)

製品開発ベンダー

脆弱性
情報等に対する

対策の公表

注意喚起の
発信

届出

製品利用者

IPA
(受付機関)

調整

一般ユーザ
（システム管理者、個人ユーザ等）

普及啓発

経済産業省

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

26

担当：情報セキュリティ政策室
03-3501-1253

国 民間企業等

委託



○企業・個人の情報セキュリティ対策推進事業 6.3億円（7.0億円）

○企業の情報漏えいは増加傾向、また「電子政府推奨暗号リスト」掲載の暗号技術
の安全性低下 技術の進歩に伴う新たな脅威の出現という問題が発生していますの安全性低下、技術の進歩に伴う新たな脅威の出現という問題が発生しています。

①企業等における技術ノウハウや顧客情報等の漏えいを防止するため、組織マネジ
メント強化のためのガイドライン等の整備等を行います。

②国民・企業が、情報家電や情報システム等を安心して利用できるように、新リスト
掲載候補暗号の安全性評価や情報セキュリティに関する革新技術の開発を行うと
ともに、電子署名法に基づく電子署名制度の運営等を行います。

組織的対策の推進組織的対策の推進

企業が情報セキュリティ対策を講じる際に参考とできるようなガイドラインを作成

事業イメージ

技術的対策の推進

業 情報 リ ィ 策を講 際 参考 う ラ を作成

アウトソーシング

リスクを把握した上で、戦略的に
アウトソーシング先を選定秘

セキュリティ評価の推進

新技術の開発ICカード等の
評価体制構築

ネ ク

ネットワーク機器

サーバ機器

技術的対策の推進

携帯電話

ＩＣｶｰﾄﾞ

技術開発の実施

暗号技術の安全性を評価

ネットワーク ネットワーク

電子署名の利用促進

モバイルＰＣ

デジタル情報機器

ＰＣ

プリンタ
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条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

担当：情報セキュリティ政策室
03-3501-1253国 民間企業等

委託



○アジア域内の知識経済化のためのＩＴ活用等支援事業 1.9億円（2.4億円）

○アジア知識経済化イニシアティブは、我が国が提唱したものであり、アジア各国から歓迎されてい
ます （2008年 日ASEAN経済大臣会合）

●アジア知識経済圏の構築、ＩＴ人材の育成、ＩＰＡによる情報処理の高度化等
47.5億円（55.1億円）

ます。 （2008年、日ASEAN経済大臣会合）

○我が国の制度、指標、知見を活用しつつ、アジア域内のＩＴ基盤を整備することによって、ＩＴの高
度利用による域内のシームレスな知識経済圏を構築を目指します。

１．経済活動におけるIT利活用の促進
２．IT人材育成支援
３．国境を越える電子商取引の環境整備

① グリーンITの推進② 企業の情報セキュリティの確保

アセアン諸国の情報セ

事業イメージ

③ クラウドコンピューティングサービスの利活用促進

中国やアセアン諸国等で、工場・
データセンターの省エネ診断など
を実施

キュリティレベル向上
のための専門家派遣
事業の実施等

④ IT人材育成・支援

中韓との連携によるクラウドコン
ピューティングにおけるオープンなソ
フトウェアの利活用促進

ベトナム、フィリピンにおけるブリッ
ジＳＥ育成のための研修の実施

⑤ 電子商取引の基盤整備

日中間の電子商取引促進に関する
共通基盤整備
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条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

担当：情報政策課情報国際企画室
03-3501-1843国 民間団体等

委託



○高度ＩＴ人材キャリア形成支援計画策定事業 1.0億円（1.5億円）

○高度ＩＴ人材としてのキャリア形成を支援するため、産学連携による実践的ＩＴ人材の育
成、キャリア形成に資するキャリアパスモデルの策定、普及等を実施します。

１.産学連携ＩＴ人材育成プラットフォーム構築事業

ＩＴ人材育成に取り組む企業及び大学等のニーズを調整したマッチング体制の構築や
大学等において実践的講座が自立的に展開するための体制構築などを実施します。

２.ＩＴ人材モデルキャリア開発計画事業

若い世代へＩＴ産業の魅力を発信するため、専門家によるコミュニティを活用して、ＩＴ
職種ご デ キ パ を策定 ます職種ごとのモデルキャリアパスを策定します。

３.ＣＩＯ人材育成事業

高等教育機関において、ＣＩＯ育成カリキュラムの実施を行い、有効性の評価を行い
ます。また、必要に応じて、カリキュラムの改定を行います。

事業イメ ジ

１．産学連携ＩＴ人材育成プラットフォーム構築事業

事業イメージ

産学マッチング
体制の構築

（500名×３年＝１５
００名

のＩＴ人材確保）

２．ＩＴ人材モデルキャリア開発計画事業
ＩＴ専門職種ごとにスキルレベルごとの業務内容や役割、有効なＯＪＴや研修制度など

を収集し、ベンダ、ユーザ、組込みの３分野ごとのモデルキャリアパスを策定します。

レベル４の時期の
業務内容や役割など

レベル５の時期の
業務内容や役割など

ス
キ
ル

前職種内容、

職種転換の

３．ＣＩＯ人材育成事業
高等教育機関において、ＣＩＯ育成カリキュラムの実施を行い、評価を行います。

レベル１，２の時期の業
務内容や役割など

レベル３の時期の
業務内容や役割など

社会人経験年数

ル
レ
ベ
ル

職種転換の
きっかけ

レベルアップのために重要なポイント
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条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間団体等
委託

担当：情報処理振興課
03-3501-2646



平成２３年度ＩＴ関連税制改正

中小企業等基盤強化税制の廃止に伴う中小企業投資促進税制の見直し

改正概要

○中小企業者が、生産性向上のために、高度なセキュリティの確保されたＩＴ設

備（情報基盤強化設備等）の投資を行った場合、税制上の優遇措置を講じる。

○今般、中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）の廃止にとも

ない、中小企業投資促進税制の対象に情報基盤強化設備等の一部を追加し、

引続き中小企業者のIT投資に対し 税額控除（７％）又は特別償却（３０％）の

改 概要

引続き中小企業者のIT投資に対し、税額控除（７％）又は特別償却（３０％）の

選択適用を認める。（平成23年度末まで）

情
報

【ＩＴ投資とその利活用による生産性向上のイメージ（IT経営力指標）】

報
シ
ス
テ
ム
の
利
活
用
範

情報システムの
導入

情報システムを
部門内で活用

情報システムを
「部門を超えて」
企業内で最適に
活用

情報システムを
取引先や顧客等
関係者の「企業を
超えて」最適に活用「

部
門
の
壁
」

「
会
社
の
壁
」

範
囲
を
広
げ
る
こ
と
で
飛

導入

５％

ステ ジ１ ステ ジ２ ジ ステージ４

３％

生 産 性 の 成 長 率

例：部門、支店をまたい
で社内で一体的に
情報システムが運用
されている状態

例：小売業者の店舗、経
理、生産者の受注部
門、工場などで一体
的に情報システムが
運用されている状態

例：経理、調達、人事
などの部門や支店
単位で独立した情
報システムが運用
されている状態

例：パソコンを導入した
のみの状態

飛
躍
的
に
生
産
性
が
向

ステージ１ ステージ２ ステージ３ ステ ジ４

担当：情報処理振興課 03(3501)2646

制度全般担当：中小企業庁 財務課 03(3501)5803

上
中小企業投資促進税制は中小企業者の多様な情報化投資を促進

30



○ ス ト ミ テ 水 社会課題解決型情報システム リサイクル等のス ト

【スマートインフラ海外展開のためのリスクマネー出資】 400.0億円の内数

平成２３年度ＩＴ関連財政投融資

○ スマートコミュニティ、水、社会課題解決型情報システム、リサイクル等のスマート
技術を展開するための受け皿企業創設からＥＰＣと初期稼働時のリスクマネーを産
業革新機構を活用して供給します。

○ 民間主導を原則とし、主たる民間企業が最大の出資を行うことを前提に５～７年程
度（長いものは１０年程度）のリスクマネーを供給します。

【企業展開のイメージとリスクマネー供給が必要な段階】

【出資スキーム】
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担当：情報経済課
03-3501-0397



METI
経済産業省

経済産業省 商務情報政策局

〒100-8901 東京都千代田区霞が関一丁目３－１
情報政策課

TEL 03-3501-2964 FAX 03-3580-6403


